






一般会計予算フレーム【歳入】  
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【市税】

◇個人市民税 158百万円（47.2→48.8）【 3.3％】

◇法人市民税 76百万円（14.9→15.7）【 5.1％】

◇固定資産税 93百万円（66.1→67.1）【 1.4％】

◇軽自動車税 19百万円（ 2.7→ 2.9）【 7.1％】

◇都市計画税 19百万円（12.4→12.6）【 1.5％】

▲市たばこ税 ▲0.5百万円（ 5.7→ 5.7）【▲0.9％】

【譲与税・交付金】

◇地方特例交付金 0.4億円（ 0.8→ 1.2）

◇地方消費税交付金 0.2億円（15.6→15.8）

▲自動車取得税交付金 ▲0.7億円（ 1.4→ 0.7）

【地方交付税】

▲普通交付税 ▲3.0億円（15.0→12.0）

【市債】

◇緊急防災・減災事業債 5.4億円（ 3.0→ 8.4）

◇合併特例債 3.4億円（12.5→15.9）

▲教育債 ▲2.3億円（ 6.9→ 4.6）

【繰入金】

◇財政調整基金 3.0億円（ 3.9→ 6.9）

◇地域振興基金 0.5億円（ 3.0→ 3.5）

【国県支出金】

◇学校施設環境改善交付金（総合体育館）

2.3億円（皆増）

◇プレミアム付商品券事業助成金 1.4億円（皆増）

◇子どものための教育・保育給付費負担金

1.0億円（ 7.7→ 8.7）

◇社会資本整備総合交付金 0.7億円（ 5.2→ 5.9）

◇障害者自立支援給付費負担金 0.4億円（ 8.7→ 9.1）

◇参議院議員選挙事務委託金 0.4億円（皆増）

◇県議会議員選挙事務委託金 0.2億円（ 0.1→ 0.3）

▲保育所等整備交付金（駅南） ▲1.0億円（皆減）

▲産地パワーアップ事業費補助金▲0.2億円（皆減）

当初比増減要因

（主なもの）



一般会計予算フレーム【歳出（性質別）】　
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【公債費】

▲土木債 ▲0.9億円（ 8.7 →  7.8）

▲減収補てん債 ▲0.7億円（ 1.0 →  0.3）

【人件費】

◇参議院・県議会議員選挙 0.3億円（皆増）

◇人事院勧告に伴う給与条例改正分 0.3億円（21.7 → 22.0）

▲職員退職手当 ▲0.3億円（ 1.2 → 0.9）

【物件費】

◇地方創生推進事業 1.5億円（皆増）

◇プレミアム付商品券発行事業 1.4億円（皆増）

◇袋井市防災センターへの機器移設 1.0億円（皆増）

◇資源ごみ等収集運搬保管業務委託 0.5億円（ 1.2 →  1.7）

◇工業用地開発推進事業 0.4億円（皆増）

◇幼小中エアコン光熱水費等 0.3億円（皆増）

◇児童生徒送迎バス運行業務委託 0.3億円（皆増）

◇放課後児童クラブ運営委託 0.2億円（ 1.4 →  1.6）

◇袋井市防災センター諸備品購入費 0.2億円（皆増）

◇固定資産税評価替業務委託 0.2億円（ 0.3 →  0.5）

【扶助費】

◇子どものための教育・保育給付費 1.7億円（17.1 → 18.8）

◇子ども医療費助成 0.8億円（ 3.7 →  4.5）

◇児童扶養手当 0.8億円（ 2.8 →  3.6）

◇障害者自立支援給付 0.6億円（11.5 → 12.1）

【投資的経費】

◇袋井市防災センター整備事業 3.4億円（ 2.7 →  6.1）

◇総合体育館整備事業 1.8億円（17.5 → 19.3）

◇総合Ｃ商工会議所持分財産取得費 1.6億円（皆増）

◇袋井西コミュニティセンター整備事業 1.3億円（ 0.8 →  2.1）

▲静岡モデル防潮堤整備事業 ▲1.3億円（ 1.8 →  0.5）

▲上山梨沿道整備土地区画整理事業 ▲1.2億円（ 2.2 →  1.0）

▲諸井山の手線改築事業 ▲0.8億円（ 1.1 →  0.3）

▲袋井南中プール改修事業 ▲0.3億円（皆減）

【繰出金】

◇介護保険特会繰出金 0.2億円（ 8.2 →  8.4）

▲後期高齢者医療特会繰出金 ▲0.1億円（ 1.3 →  1.2）

【補助費等】

◇広域行政組合負担金（消防） 0.7億円（10.2 → 10.9）

◇広域行政組合負担金（ごみ） 0.4億円（ 8.0 →  8.4）

▲工場立地奨励補助金 ▲0.4億円（皆減）

▲産業立地事業費補助金 ▲0.2億円（ 0.3 →  0.1）

▲産地パワーアップ事業費補助金 ▲0.2億円（皆減）



市税の推移【H20～Ｈ31】

【市税合計】 　【個人市民税】 　【法人市民税】

【固定資産税】

　　　【軽自動車税】 　【都市計画税】

※H３０の決算額は見込み。H31年度は予算額＝決算額。
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    ※Ｈ30・・・平成30年度は決算見込。平成31年度は金額は予算額、各種比率については決算見込。

【H31当初予算】各種財政指標等の推移 
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